
教材 産業廃棄物収取運搬許可に関する各事項 

以下 e-gov 法令検索より引用（https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=345AC0000000137） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

第十四条（産業廃棄物処理業） 

 産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条から第十四条の三の三まで、第十五条の四の二、

第十五条の四の三第三項及び第十五条の四の四第三項において同じ。）の収集又は運搬を業として行おうと

する者は、当該業を行おうとする区域（運搬のみを業として行う場合にあつては、産業廃棄物の積卸しを

行う区域に限る。）を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産

業廃棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として

行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

２ 前項の許可は、五年を下らない期間であつて当該許可に係る事業の実施に関する能力及び実績を勘案

して政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。 

３ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下この項及び次項において「許可の有効期

間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許可は、許可の有効期間

の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

４ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従前の許可の有効期間の満了

の日の翌日から起算するものとする。 

５ 都道府県知事は、第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同

項の許可をしてはならない。 

一 その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものと

して環境省令で定める基準に適合するものであること。 

ニ 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

イ 第七条第五項第四号イからチまでのいずれかに該当する者 

ロ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下この号にお

いて「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなつた日から五年を経過しない者（以下この号において

「暴力団員等」という。） 

ハ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がイ又はロのいずれかに該

当するもの 

ニ 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイ又はロのいずれかに該当する者のあるもの 

ホ 個人で政令で定める使用人のうちにイ又はロのいずれかに該当する者のあるもの 

ヘ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

６ 産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許

可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物を処分する場合に限る。）、専ら再生利用の

目的となる産業廃棄物のみの処分を業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

７ 前項の許可は、五年を下らない期間であつて当該許可に係る事業の実施に関する能力及び実績を勘案して

政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。 

８ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下この項及び次項において「許可の有効期間」



という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許可は、許可の有効期間の満了後

もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

９ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従前の許可の有効期間の満了

の日の翌日から起算するものとする。 

１０ 都道府県知事は、第六項の許可の申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ、同項の許可

をしてはならない。 

一 その事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものと

して環境省令で定める基準に適合するものであること。 

 二 申請者が第五項第二号イからヘまでのいずれにも該当しないこと。 

１１ 第一項又は第六項の許可には、生活環境の保全上必要な条件を付することができる。 

１２ 第一項の許可を受けた者（以下「産業廃棄物収集運搬業者」という。）又は第六項の許可を受けた者（以

下「産業廃棄物処分業者」という。）は、産業廃棄物処理基準に従い、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分

を行わなければならない。 

１３ 産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者は、現に委託を受けている産業廃棄物の収集、運搬又

は処分を適正に行うことが困難となり、又は困難となるおそれがある事由として環境省令で定める事由が生じ

たときは、環境省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を当該委託をした者に書面により通知しなけれ

ばならない。 

１４ 産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者は、前項の規定による通知をしたときは、当該通知の

写しを当該通知の日から環境省令で定める期間保存しなければならない。 

１５ 産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者以外の者は、産業廃棄物の収集又は運搬を、産業廃

棄物処分業者その他環境省令で定める者以外の者は、産業廃棄物の処分を、それぞれ受託してはならない。 

１６ 産業廃棄物収集運搬業者は、産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を、産業廃棄物処分業者は、産業

廃棄物の処分を、それぞれ他人に委託してはならない。ただし、事業者から委託を受けた産業廃棄物の収集若

しくは運搬又は処分を政令で定める基準に従つて委託する場合その他環境省令で定める場合は、この限りでな

い。 

１７ 第七条第十五項及び第十六項の規定は、産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者について準用

する。この場合において、同条第十五項中「一般廃棄物の」とあるのは、「産業廃棄物の」と読み替えるものと

する。 

 

第十四条第五項第二号の各規程が主な欠格要件です。 

第七条については以下の通り。 

第七条（一般廃棄物処理業） 

（中略） 

５ 市町村⾧は、第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の

許可をしてはならない。 

（中略） 

四 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

 イ 心身の故障によりその業務を適切に行うことができない者として環境省令で定めるもの 



 ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五年を経過

しない者 

 ニ この法律、浄化槽法（昭和五十八年法律第四十三号）その他生活環境の保全を目的とする法令で政令

で定めるもの若しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成三年法律第七十七号。第三十二条の三第七項及び第三十二条の十一第一項を除く。）の規定に違反

し、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第

二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律（大正十五年法律第六十

号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五

年を経過しない者 

 ホ 第七条の四第一項（第四号に係る部分を除く。）若しくは第二項若しくは第十四条の三の二第一項（第

四号に係る部分を除く。）若しくは第二項（これらの規定を第十四条の六において読み替えて準用する場合

を含む。）又は浄化槽法第四十一条第二項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過

しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合（第七条の四第一項第三号又は第十四条の三の二

第一項第三号（第十四条の六において準用する場合を含む。）に該当することにより許可が取り消された場

合を除く。）においては、当該取消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条の規定

による通知があつた日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執

行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む。以下この号、第八条の五第六項及び第十四条第五項第二号ニにおいて同じ。）であつた者で当該取消し

の日から五年を経過しないものを含む。） 

  へ 第七条の四若しくは第十四条の三の二（第十四条の六において読み替えて準用する場合を含む。）又は

浄化槽法第四十一条第二項の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知

があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に次条第三項（第十四条の

二第三項及び第十四条の五第三項において読み替えて準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の

規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分（再生することを含む。）の事

業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第三十八条第五号に該当する旨の同条の規定による

届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から五年を経過し

ないもの 

  ト ヘに規定する期間内に次条第三項の規定による一般廃棄物若しくは産業廃棄物の収集若しくは運搬若

しくは処分の事業のいずれかの事業の全部の廃止の届出又は浄化槽法第三十八条第五号に該当する旨の同

条の規定による届出があつた場合において、ヘの通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業

の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくは政令で定める使用人であつた者又は当該届

出に係る個人（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）の政令で定める使用人であつた者

で、当該届出の日から五年を経過しないもの 

  チ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者 

（以下略） 

ご自身が欠格要件に当てはまるか否か判断に迷った場合は個別にメールなどにてお声掛けください。 



講習会を開催している公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターHP 

（https://www.jwnet.or.jp/index.html） 


